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本検討会では、昨年10月の検討開始以来、以下のとおり６回にわたり検討会を開

催し、御議論をいただいてきた。本資料は、この間の御議論を事務局においてテー

マごとに分類し、整理したものである。

【これまでの開催経過】

第１回（23．10．14） 都市農業をめぐる情勢について

第２回（23．11．14） 練馬区内現地調査

第３回（24． 1．11） 関東以外の地域における都市農業の事例について

三大都市圏以外の地方自治体における都市農業振興策について

第４回（24. 2． 9） 都市計画制度小委員会における検討状況について

自由討議①

第５回（24． 3． 5） 自由討議②

第６回（24． 4．12） 都市農業の振興・都市農地の保全に向けた取組について①
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１．都市農業・都市農地を取り巻く環境の変化

主な御意見

( )都市農業 ○ 都市農業・都市農地を取り巻く環境や都市住民の評価が大きく変わってきてい1
・都市農地 る。このことが議論の大前提であり、これまでの制度の転換が必要であることを、

を取り巻く まず最初に述べるべき。

環境の変化

に関する認 → これまでの検討会における説明及び議論を基にした資料

識の共有 （資料１－２、１～４ページ）を参照。

( )今後の都 ○ 生活者のそばにある農業がおざなりにされ、消費と生産の間にあまりにも距離が2
、 、 、市農業・都 できた結果 消費者は 農業・農地の公益的機能を肌で感じることができなくなり

市農地の位 公益的機能に対し「共益費」を負担するという意識が失われている。このことが、

置付け 健全な国土の維持に支障を生じており、消費者のそばにある都市農業の存在感を高

めることが必要。

○ 都市農業が、都市農家の生業としての農業問題であると同時に、都市の人々の暮

らしに関わる問題、都市の在り方の問題としても位置付けられることとなるよう、

農業・農地と都市住民の関わりを深めていくべき。

、 、○ 都市農地を良好な都市づくりに活かし 市街化区域の中で宅地と農地が共生する

日本独自のまちづくりを目指すべき。
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２．都市農業・都市農地が果たすべき機能

主な御意見

機能の分類に ○ 都市農業・都市農地の果たすべき機能は、

当たっての考 ① 農業生産活動が行われることにより発揮される機能

え方 ② その結果、農作物が植え付けられ、建物が建たないことで発揮される機能

の二つに分けることができ、それぞれごとに整理が可能。

このように整理した上で、各都市が必要とする機能や、講ずべき施策の議論を進

めるべき。

→ これまでの検討会における説明及び議論を基に整理した資料

（資料１－２、５ページ）を参照。
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３．多面的機能の活用に関する方針の明確化

主な御意見

( )各都市に ○ 関東・首都圏の畑作中心の都市農業と、関西や中京圏の水田中心の都市農業では1
、 、 、 、 、 、おける方針 状況が異なり また 同じ圏域でも 都市によって 農地の賦存量 住宅の密集度

の明確化 公園・緑地の整備状況等は異なる。このため、農業・農地に求められる機能は都市

ごとに異なる。

、 、 、○ 都市における農業・農地の位置付けや その活用方針については 個々の都市が

地元の状況を踏まえて明らかにしていくべき。

そのためには、一定のエリアごとに、住民や農業者を交えた議論が必要。

○ 議論の前提として、個々の都市において、農業・農地が現在果たしている機能や

その受益者を具体的に把握することが必要。

、 、( )多面的機 ○ 地方自治体が 定められた方針に即し計画的に施策を進めていくこととなるよう2
能の発揮に 機能ごとに数値目標を定め、一つ一つの施策に裏付けを与えることが必要。

向けた措置 また、その達成状況をグラフ化して示すことで、施策の意義について住民等の理

解を得ていくことが有効。

○ 国においても、地方自治体等が必要とする取組を支援することが必要。
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４．機能発揮を支援するための措置

主な御意見

( )都市住民 ○ 市街化区域の都市計画上の位置付けを反映し十分な耕作が行われてこなかったこ1
、 。の理解の醸 ともあり 都市住民が農業・農地の多面的な機能を実感できる状況になっていない

成

○ 施策や制度改善への支持を得るためには、都市住民が、消費や体験を通じ都市農

業・都市農地に実際に関わることが必要。

○ 都市農地が都市の緑を補完するものとしてどのように役立っているのか、抽象的

・総論的にではなく、経済的評価、なくなった場合のシミュレーション、管理費用

の比較等を用いて、分かりやすく、説得力のある形で伝えることが必要。市民が多

面的機能を体験できる取組も有効。

( )農業生産 ○ 都市農家の後継者不足は都市農地の減少に直結する。都市農業は、地域によって2
の支援 は業として成り立たなくなってきており、自治体、農協等が一体となって振興施策

を講ずるべき。

○ 後継者がやりがい、生きがいをもって農業ができるよう、農業体験農園や施設園

。 、芸といった都市農業の特長を踏まえた営農類型等に対する支援を進めるべき また

経営面積が小規模である等の都市農家の実態に即した支援策を講ずるべき。
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( )多様な市 ○ 農業と市民の連携という社会的なすう勢を反映し、市民農園、農業体験農園、観3
。 、 、民による農 光農園等の取組を振興することが必要 また 個人を対象とするものだけではなく

地利用の推 職員の福利厚生を目的とする企業やＮＰＯ、サークルなどの団体を対象とした農園

進 開設を支援するなど、各種の需要に対応していくことが必要。

○ 農業体験農園や地方自治体の農業講座などを通じて技術を身につけた都市住民が

農地の管理に関わっていける仕組みを考えることが必要。

○ 福祉や教育などを目的とした多様な農地の利用について、現場では様々な課題が

ある。農政と農政以外の部局とが連携を強化するとともに、支援策を充実させるこ

とが必要。

、 、( )防災その ○ 防災協力農地について しっかりとした契約を締結し防災兼用井戸も整備する等4
他の公益的 準備の水準を高めることが必要。その際、行政、住民、農業者等の関係者が十分に

機能の発揮 話し合い、納得の上で取り組むような手順を大切にすべき。

○ 水田の防災機能を維持するためには、水路の管理、雑排水対策等が必須。都市の

特色を踏まえ、多様な主体が関わる管理手法を考えることが必要。

○ 防災、景観形成、国土・環境保全等の都市農地の公益的な機能について、消費者

や都市住民が主体的に関わりながら維持していく仕組みが必要。また、そのような

機能を維持していく観点から、農家への支援策が必要。
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５．制度面での検討課題

（１）都市農地に係る税負担

主な御意見

ア．課題 ○ 都市農家の相続財産には不動産賃貸業の敷地や屋敷地もあり、相続税納税猶予制
度では、これらにかかる相続税のための農地売却は抑制できない。

○ 農業用施設用地については、相続税の納税猶予が適用されないため、作業効率を
犠牲にして施設をコンパクトに作らざるを得ない。

○ 固定資産税について、三大都市圏特定市では生産緑地を除く市街化区域内農地は
宅地並み課税とされており、農業の継続が困難。

イ．対策につ ○ 農地確保を政策目標とするのであれば、現行の相続税納税猶予制度について、農
いての提案 業用施設用地、屋敷地、平地林までを対象とする仕組みが必要。

○ 農業用施設用地や屋敷林も対象とした「緑農地」制度を設け、これらの土地につ
いては相続税納税猶予の対象とすべき。

○ 三大都市圏特定市の「宅地化すべき農地」についても、農地として使われている
限り、固定資産税の課税上、農地扱いとすべき。

ウ．検討を進 ○ 相続税納税猶予制度の対象に農業用施設用地、屋敷地、平地林までを加えるとし
める上での た場合、税負担の公平性という問題がでてくる。土地利用規制に関しどのような措
留意点 置を設けるか検討が必要。
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○ すべての都市農地が多面的機能に貢献しているわけではなく、一律に、その保全
のためには税制上の優遇措置が必要と説明したのでは国民の合意は得られない。個
々の地域においてどのような形で効果が発揮されているのかから説明していくこと
が必要。

○ 具体的な施策の検討に当たっては、他の土地利用とは異なり、どのような理由か
ら都市農業を優遇する必要があるのか、その公共性を説明し、国民合意を得ること
が必要。

○ 都市農地について、農業以外での利用を必要とする立場もある。都市農地の公益
性を意識しつつ、同時に都市的利用への目配りも必要。

○ 都市住民の理解の下で検討が進められるよう、税制等の仕組みや相続の実態を分
かりやすく知らせるべき。
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（２）賃貸借の促進

主な御意見

ア．課題と提 ○ 市街化区域内農地について、意欲的な経営体が経営規模を拡大し、多様な市民が
案 農地を利用できるよう、また、農地所有者が営農を続けられなくなったり、農業技

術をもたない相続人が農地を相続した場合でも農地が保全できるよう、相続税納税
猶予制度の特例を設ける等により、賃貸借の促進を図るべき。

○ 相続税納税猶予制度に関し営農困難時貸付けの制度ができたが、借り受けた者が
「主たる従事者」となり生産緑地法に基づく買取り申出が困難となるため事実上利
用できない。生産緑地法の要件緩和が必要。

イ．検討を進 ○ 市街化区域内農地の賃貸借を促進するためにはどのような条件が必要なのかを明
める上での らかにすることが必要。
留意点

○ 農地の賃貸借に対する土地所有者の意向、税制の影響等を丁寧に把握した上で、
実効性のある総合的な対策を立案することが必要。
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（３）土地利用計画制度

主な御意見

ア．課題と提 ○ 都市農地を都市計画法制において積極的に位置付けるべき。これにより、都市計
案 画や税制の充実にもつながっていく。

○ 都市農地に係る土地利用計画制度について、
・ 都市の側からみて重要性の高い農地については農業者が交代したとしても維持
できる仕組みを設け、そこまでではないが一定の価値のある農地は契約により一
定期間の営農を担保する等、個々の農地の価値に合った対応が可能となる制度を
設けてはどうか。

・ 都市の側からみて重要性の高い農地について、行政による買取等の保全策を設
けてはどうか。

・ 生産緑地制度の対象を農地、農業用施設用地及び屋敷林とし、これらについて
農業振興地域内の農用地区域に準じた施策を講じ、また、これらの全体を相続税
納税猶予制度の対象としてはどうか。

、 。・ 生産緑地地区の指定について 下限面積要件( ㎡以上)を緩和してはどうか500

・ 老朽化した住宅の撤去と組み合わせ、宅地を農地に転換する手法を導入しては
どうか。

イ．検討を進 ○ 土地利用に関する制度は多様な国民の利害に密接な関連があり、多数の国民に大
める上での きな影響を与える。制度改正のためには相当の議論が必要であり、様々な分野から
留意点 の意見を基に、丁寧に議論を深めていくことが必要。



資料１－２  

参 考 資 料 
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○ 現行の新都市計画法は、高度経済成長に伴い都市への急激な人口流入と産業集中が進む中、無秩序な市街地の
拡大を防止しつつ宅地開発需要等に対応していくために制定されたもの。 

 

○ この法律において、市街化区域はおおむね10年以内に優先的かつ計画的に市街化を図るべき区域と位置付け。ま

た、市街化区域内農地のうち、良好な生活環境の確保に相当の効用を持ち、かつ、公共施設等の予定地として適してい
るものについては、生産緑地地区に指定し計画的に保全。 

 （１）新都市計画法制定の背景と市街化区域内農地の位置付け 
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１．都市農業・都市農地を取り巻く環境の変化 （ 資料１－１ １(1)関係） 
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○ バブル期の地価高騰を経て、三大都市圏特定市では、宅地化の促進と税負担の公平の確保が強く求められたところ。 
 

○ これを受けて、市街化区域内農地を、「宅地化する農地」と「保全する農地」に区分。「宅地化する農地」については、固 
 定資産税の宅地並み課税、相続税納税猶予制度の不適用といった措置が適用。「保全する農地」については、生産緑地 
 地区に指定。 

 （２）「宅地化する農地」と「保全する農地」の区分 

○三大都市圏の地価の推移(昭和46年=100) 

三大都市圏の地価は、地価公示による
三大都市圏住宅地の平均価格を基に
(資料：国土交通省「地価公示」）、昭和
46年を100として各年の変動率から算
出したもの(農林水産省都市農村交流
課作成）。 

○三大都市圏特定市における「宅地化する農地」と「保全する農地」の区分 

市街化区域内農地 

保全する農地 

宅地化する農地 

 ・固定資産税の宅地並み課税 

 ・生産緑地地区に指定 

 ・相続税納税猶予の不適用 

 地区面積 500㎡(0.05ha)以上 

 買取り申出 30年経過等 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（従来） 

・長期営農継続農地において 
 宅地並み課税と農地課税の差を猶予 

・相続税納税猶予の適用あり 
  （20年継続で相続税免除） 

 ※第1種生産緑地地区の場合 

・地区面積 おおむね１ha以上 

・買取り申出 10年経過等 

２ 



○ 市街化区域内の農地面積は漸減傾向にあるが、生産緑地地区内ではおおむね保全。 
 

○ 人口の減少、高齢化等、我が国の社会構造は大きな変化を迎えているところ。また、社会の成熟化が進み、都市住
民の意識も多様化。 

  このような中、各種のアンケート調査においては、多数の都市住民が都市農地の保全を要望。 

 （３）都市住民の意識の変化 
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資料：総務省「固定資産の価格等の概要調書」、国土交通省「都市計画年報」 

○市街化区域内農地面積の推移  （設問）農業や農空間の保全について、 
     最もあなたの考えに近いものは 
     どれですか。 

資料：東京都都政モニターアンケート結果 
「東京の農業」（回答者数：４９４名）  

（平成21年６月） 

 （設問）東京に農業・農地を 
     残したいと思いますか。 

資料：大阪府（平成１８年度ネットパル 
（インターネット府政モニター）アンケート 
結果（回答者数：４００名）） 

○都市住民の都市農業・都市農地への評価 

 （設問）あなたは足立区のような都市の中にある農地について、 
     今後どのようにしていくべきだと思いますか。 

資料：足立区ｗｅｂアンケート調査（平成22年回答者数：1,692名、平成15年回答者数1,890名） 
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都市農地・農業の位置付けのあり方 
 
○ 市街化区域の空間の再構成の中で、都市農地
は、必然性のある（あって当たり前の）安定的な非
建築的土地利用として活かしていく。 

 
○ 生産緑地地区制度による的確な建築規制等の
措置が土台となり、市街化区域の再定義（前述）に
併せた農業政策上の位置付けの見直しなど、農業
政策との再結合を図る。 

 
○ 税制上の取扱いの見直しについては、転用が自
由にできる状態での他の宅地との公平性の問題
や、都市計画上及び農地制度上の規制水準との
関係、農業生産機能の水準、農地所有者の利用
意向との兼ね合いなど、慎重に総合的な見地から
検討される必要がある。 

○都市計画制度小委員会のこれまでの審議経過につ
いて（報告） 

 （平成23年2月第11回都市計画制度小委員会資料）
【都市農地関係抜粋】 

○社会資本整備審議会  都市計画部会  
    都市計画制度小委員会の開催状況 

 第１回（平成21年７月30日）      小委員会における検討事項 
 第２回（平成21年８月21日）      都市計画における分権化の徹底と全体の調和の確保 
 第３回（平成22年５月24日）      都市計画制度体系見直しの方向性の検討 等 
 第４回（平成22年６月15日）      都市内部の有効利用と周辺部の保全を一体的に実現

する仕組 
 第５回（平成22年７月22日）      建築的土地利用と非建築的土地利用のバランスのと

れた一体的な土地利用のあり方 
 第６回（平成22年９月６日）      建築的土地利用と非建築的土地利用のバランスのとれ

た一体的な土地利用のあり方（その２）  
                    ※都市農地・都市農業も議題 
 第７回（平成22年10月８日）     建築的土地利用と非建築的土地利用のバランスのとれ

た一体的な土地利用のあり方（その３） 
 第８回（平成22年11月５日）      郊外部における新市街地開発型事業の抑制（選択と

集中）及び長期にわたり実現していない都市計画の定
期的見直し検討ルールの確立 

  第９回（平成22年12月10日）     都市計画制度体系の見直しの方向性（全体的枠組）の
検討（その２）  

 第10回（平成23年１月21日）   都市計画制度小委員会のこれまでの検討の整理  

 第11回（平成23年２月17日）   都市計画制度小委員会のこれまでの審議経過につい
て（報告） 

 第12回（平成23年７月４日）   都市計画制度見直しの視点と東日本大震災復興上の
課題 

 第13回（平成23年８月２日）   都市計画制度見直し検討の当面の進め方 
 第14回（平成23年11月９日）   市街地周辺部におけるケーススタディ 等 
 第15回（平成24年１月19日）   これまでの議論と今後の対応の方向性について 等 
 第16回（平成24年３月13日）   都市計画に関する諸制度の今後の展開について（都

市の低炭素化関係） 等 

○ 都市計画行政においても、急速な都市化対応に追われてきた制度体系のあり方や運営の方向性を転換する必要があ 
 るとの認識の下、議論が進められているところ。 

 （４）都市計画行政における対応 

４ 



① 農業生産活動が行われることにより 
  発揮される機能 

② 農作物が植え付けられ、建物が建た 
  ないことにより発揮される機能 

③ 身近に①や②の機能を実感できる 
  ことで発揮される機能 

 
 

防災空間の確保 

○   建築物の密集する都市 
  における貴重な空き地と 
  して、震災の際、火災の 
  延焼が防止され、避難 
  場所・仮設住宅建設用 
  地として利用される機能や大雨の際、雨水を

保水する機能。（なお、建物が建たないことによる効果

ではないが、農業生産活動が行われていることに伴い、そこ

で用いられているビニルハウスや井戸が災害時に活用でき

る等の機能もある。） 

 
 

国土・環境の保全 

○ 都市の緑を形成する主

要要素の一つとして、

ヒートアイランド現象の

緩和、地下水の涵養等

の役割を果たす機能 

良好な景観の形成 

○ 市街地の中の貴重な緑

地空間、水辺空間として、

都市住民が、生活にや

すらぎや潤いを感じるこ

とができる機能 

 
 

農業への理解の醸成 

○ 身近に存在する都市

農業を通じて、都市

住民の農業への理解

を醸成する機能 
身近な農業体験・交流活動の場の提供 

○ 日常生活の中で、都市

住民が、余暇、教育、

福祉等の多様な目的で

農地を利用することが

でき、これを通じてコ

ミュニティや新たな雇用

の場が形成される等の

機能 

新鮮で安全な農産物の供給 

○  消費地の中で生産さ

れた安全な農産物が、

地元の消費者等に対し、

直売等を通じて新鮮な

うちに供給される機能 

５ 

２．都市農業・都市農地が果たすべき機能の整理 （ 資料１－１ ２関係） 



○ 租税債権は、すべて金銭債権として成立・確定しているもの。したがって、その納付は金銭によること
が大原則（国税通則法34）。 

○ ただし、相続税は、相続財産そのものを課税対象とする財産税としての性格を有する税であ
ること等から、納付すべき相続税額を延納によっても金銭で納付することが困難な場合に限り、相続
した財産そのものによる納付（物納）を例外的に認めているもの（相続税法41）。 

○ 物納された不動産は、財務省が国有財産（普通財産）として管理。 

○ 物納不動産は、相続税の金銭による納付が困難な場合に限り、金銭に代わる物として納付されたも
のであることから、売却等早期処理を行うことが基本方針（「物納等不動産に関する事務取扱要領」（平
成18年6月29日理財第2640号財務省理財局長通達））。  

○ 国有地の売却の際は、公用、公共用の利用を優先。地方公共団体等から取得要望のない場合には、
一般競争入札により売却。 

相続税の物納について 

〈物納制度について〉 

〈物納された土地の売却について〉 

資料２  

 
物納許可人数（Ａ） 

 
許可金額 

（参考）相続税納税者である
相続人数（Ｂ） 

 
割合（Ａ／Ｂ） 

平成２年 ４５９人 ４９２億円 １４２，１６０人 ０．３％ 

平成７年 ９，１８５人 ７，９２１億円 １４３，９３１人 ６．４％ 

平成12年 ４，５５６人 ３，０２５億円 １２８，９５７人 ３．５％ 

平成17年 ２，７３０人 １，４６４億円 １１６，２９７人 ２．３％ 

平成22年 ５０３人 ３７１億円 １２２，７４０人 ０．４％ 

〈物納に関する実績の推移〉 

資料：国税庁「税務統計」。物納については会計年度内、相続人数についてはその年中（１月１日～１２月３１日）での値。 
    割合欄は、国税庁から公表されている数値を基に農林水産省で試算した値。物納に係るデータと相続人数に係るデータ

とでは会計年度と暦年の違いがあること等から、Ａ、Ｂの数値が対象とするデータの範囲は完全には一致していない点に
留意が必要。 
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